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平成１９年度６月補正予算の概要 
 

１ 予算規模等 

 

 今回の補正予算は、小・中学校耐震補強対策事業の公共事業をはじめ、犬舎アスベスト対策事業、消防

無線整備事業等の単独事業、並びに乳幼児外来医療費の助成対象を就学前児童まで拡大するための就学前

外来医療助成費のほか、障害者自立支援特別対策事業費、市制７０周年記念事業費、小・中学校ハートな

んでも相談員設置事業費等の施策費について措置しています。 

この結果、一般会計では、補正額２億１，１０３万１千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞ

れ４１０億６，８２３万６千円となり、対前年度同期比は、２億６０８万３千円、０．５％の増となって

います。 

また、特別会計では、介護保険事業特別会計が、補正額１５８万８千円の増、補正後の予算総額は、歳

入歳出それぞれ９５億３，６４０万７千円となり、対前年度同期比は、５億１，４７１万５千円、５．７％

の増となっています。 

一般会計、特別会計合わせた補正額は、２億１，２６１万９千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出

それぞれ８４８億３，１２９万５千円となり、対前年度同期比は、９億９，９５８万７千円、１．２％の

増となっています。 

 

２ 一般会計補正予算の主な事業 

（１）公共事業 

小・中学校耐震補強対策事業（教育委員会 学校教育課）  

 １ 事業目的 

地震による校舎、体育館の倒壊等の被害から児童・生徒を守り、安全で快適な教育環境の整備を

図る。 

２ 補正の内容  工事費の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費（小学校） 

 ４６８，３８２  ３７，８０３  ５０６，１８５ 

財源内訳 
国 
市債 
一財 

１６９，５１７ 
２０９，２００ 
８９，６６５ 

△１３，０３８ 
５２，１００ 
△１，２５９ 

１５６，４７９ 
２６１，３００ 
８８，４０６ 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費（中学校） 

 １５０，１８０  ８７，３３３  ２３７，５１３ 

財源内訳 

国 
市債 
諸収入 
一財 

６３，４９７ 
６４，６００ 

０ 
２２，０８３ 

△１６ 
６５，５００ 
１０，０００ 
１１，８４９ 

６３，４８１ 
１３０，１００ 
１０，０００ 
３３，９３２ 

    二次診断結果に基づく耐震補強実施設計の結果、不足する工事費を追加する。 

   今年度実施校 ・小学校：金子（体育館、校舎）、大生院（体育館）、船木（校舎）、泉川（校舎） 

          ・中学校：西（体育館）、川東（体育館）、中萩（校舎） 

  ３ 補正に係る財源内訳 

     ①国1/2（△13,054千円）②市債75%（117,600千円）③市町振興協会交付金（10,000千円） 
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（２）単独事業 

犬舎アスベスト対策事業（環境部 生活環境課）（新規） 

１ 事業目的 

石綿障害予防規則に基づき、旧清掃センター内の犬舎の安全性を確保し、施設の適正な維持管理

を図る。 

２ 補正の内容  工事費の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０  １，８８４  １，８８４ 
財源内訳 一財 ０ １，８８４ １，８８４ 

    平成１８年度のアスベスト関係法の改正・施行によって、対策が必要なアスベスト含有基準が１％

を超えるものから０．１％を超えるものに変更され、基準を超えることとなった犬舎部分について、

囲い込みによるアスベスト対策工事を実施する。（テントシートによる囲い込み１３０㎡等） 

 

消防無線整備事業（消防本部 総務警防課）（拡充） 

１ 事業目的 

各種無線機器の不具合を修理するとともに、すべての機器を良好な状態に維持管理する。   

２ 補正の内容  負担金の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ５００  １，６１１  ２，１１１ 
財源内訳 一財 ５００ １，６１１ ２，１１１ 

    消防救急無線が、平成２８年５月までにデジタル方式へ移行することに伴い、管轄区域における

電波不感地帯を調査するために、県内一斉に電波伝搬調査が実施される（本年７月～１０月実施予

定）。この調査費用の本市負担見込額について、平成１９年２月に通知があったことから負担金を

予算措置する。 

 

 単独事業は、これらの事業で、１，６８９万７千円の増となっています。 

 

（３）施策費 

就学前外来医療助成費（福祉部 児童福祉課）（拡充） 

１ 事業目的 

次代を担う子どもを健やかに産み、育てる環境づくりの一環として、若い子育て世代の経済的・

精神的負担を軽減し、子育てを社会全体で支え、少子化問題に対応していくため、平成２０年１月

から、乳幼児外来医療費の助成対象児を、現在の３歳未満児から就学前児童に拡大する。 

 ２ 補正の内容  扶助費、委託料等の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０ １５，６０４  １５，６０４ 
財源内訳 一財 ０ １５，６０４ １５，６０４ 

   スケジュール 

   ・６月    条例改正、補正予算 

   ・７月    受給資格証印刷、システム改修 

   ・８月    市政だより掲載（９月号、１１月号） 

   ・９月～   ＣＡＴＶ放送 
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   ・１２月中旬 受給資格証発送（以降は３歳到達月の月末に送付） 

   ・１月    乳幼児医療費助成拡大 

   ・３月    乳幼児医療費助成拡大分の請求、支払い 

   (１)扶助費  １１，７７６千円（外来は3歳未満、入院は就学前→外来・入院とも就学前に拡大） 

     幼児外来医療費（１月診療分、H20.1.1施行のため）対象者：約4，300人 

   (２)委託料   ３，１５０千円 

 新居浜市独自仕様に対応するためのシステム改修委託料 

   (３)役務費     ５２７千円 

     受給資格証送付、国保連手数料 

   (４)需用費     １５１千円 

     事務費、資格証等印刷 

障害者自立支援特別対策事業費（福祉部 福祉課）（新規） 

１ 事業目的 

障害者自立支援法施行に伴う激変緩和と新法への円滑な移行の促進のため、愛媛県障害者自立支

援対策臨時特例基金を活用した特別対策事業を実施し、障害者及び障害児が自立した日常生活や社

会生活を営むことができるように支援する。 

 ２ 補正の内容  委託料、補助金の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０  １８，１３１  １８，１３１ 

財源内訳 
県 
一財 

０ 
０ 

１３，６７７ 
４，４５４ 

１３，６７７ 
４，４５４ 

   (１)委託料  ３１５千円（補助率：県10/10） 

     障害者自立支援法システム改修（国保連とのデータ交換を可能とする） 

   (２)通所サービス利用促進事業補助金  １７，８１６千円（補助率：県3/4） 

     通所施設や日中活動サービスにおける送迎サービスに対し助成を行うことで送迎サービスの実

施を促進し、利用者がサービスを利用しやすくする。（身障センター、あゆみ苑など６事業所） 

３ 補正に係る財源内訳 

    ①県10/10（315千円）②県3/4（13,362千円） 

市制70周年記念事業費（企画部 総合政策課） 

１ 事業目的 

平成１９年度に市制施行７０周年を迎えるにあたり、市制７０周年を記念して、【温故知新～伝

えよう未来へ～】のテーマに沿って、市制発展の気運を高めるため、市制７０周年記念式典等をは

じめとする各種事業を開催する。 

 ２ 補正の内容  需用費、委託料等の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 １９，２８１ ２８，５００  ４７，７８１ 

財源内訳 
財産収入 

諸収入 
一財 

１，５００ 
４２ 

１７，７３９ 

０ 
１，５００ 

２７，０００ 

１，５００ 
１，５４２ 

４４，７３９ 
    市制７０周年を記念して、太鼓祭り統一イベントを実施する。 

   (１)河川敷西岸新高橋南（川西地区、川東地区、川東西部地区） 

   (２)山根グラウンド（上部地区） 

   (３)Ｍ２前（大生院地区） 
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いじめ・不登校問題等対策費（教育委員会 学校教育課） （拡充） 

１ 事業目的 

学校に行きたくても行けない児童・生徒に対し、適応教室（あすなろ教室）等での様々な体験活

動やカウンセリングなどによって、再登校、進学できるように支援する。 

 ２ 補正の内容  報償費、需用費等の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ８，８７２ ２，１８４  １１，０５６ 

財源内訳 
県 
一財 

０ 
８，８７２ 

２，１８４ 
０ 

２，１８４ 
８，８７２ 

    いじめ・不登校の未然防止、早期発見・早期対応を中心とした効果的な取組について、児童生徒

の状況把握の在り方、小・中学校の連携や学校・家庭・地域・関係諸機関によるネットワークを活

かした児童生徒の支援の在り方について、実践的な調査研究事業が国において実施される。このう

ち、不登校対策ネットワーク研究推進地域に本市が指定されたことから予算措置する。 

   (１)報償費   １，４８８千円 

 研修講師謝金、訪問相談員謝金、カウンセリング講師謝金等 

   (２)旅費      １４７千円 

     講師、委員旅費 

   (３)需用費     ２７９千円 

     印刷製本費、体験活動消耗品等 

   (４)使用料及び賃借料   ２７０千円 

     体験活動バス代 

 ３ 補正に係る財源内訳 

    ①県10/10（2,184千円） 

中学校ハートなんでも相談員設置事業費（教育委員会 学校教育課）（拡充） 

１ 事業目的 

問題行動・不登校等の未然防止と早期発見・解決を図るため、生徒等が悩みや不安を気軽に話せ

る第三者的な存在であるハートなんでも相談員を設置する。 

 ２ 補正の内容  報償費の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ３，３６０ ３８０  ３，７４０ 

財源内訳 
県 
一財 

０ 
３，３６０ 

１，２６０ 
△８８０ 

１，２６０ 
２，４８０ 

    当初廃止される予定だった県補助について、１／２補助制度が継続されることとなったため、財

源補正するとともに、報償費を追加し事業の充実を図る。 

   (１)当初予算措置状況（報償費３，３６０千円） 

     ①相談員謝金７校分（東、西、南、泉川、船木、中萩、大生院） 

（北、角野、川東は県実施のスクールカウンセラー事業） 

   (２)補正後予算措置状況（報償費３，７４０千円） 

     ①相談員謝金６校分（東、西、南、泉川、船木、中萩） 

     （北、角野、川東、大生院は県実施のスクールカウンセラー事業） 

     ②スクールカウンセラー（川東） 

 ３ 補正に係る財源内訳 

    ①県1/2（1,260千円） 
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小学校ハートなんでも相談員設置事業費（教育委員会 学校教育課）（新規） 

１ 事業目的 

小学校における問題行動・不登校等の未然防止と早期発見・解決を図るため、児童等が悩みや不

安を気軽に話せる第三者的な存在であるハートなんでも相談員を設置する。 

 ２ 補正の内容  報償費の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０ １，２６０  １，２６０ 

財源内訳 
県 
一財 

０ 
０ 

６３０ 
６３０ 

６３０ 
６３０ 

    小学校ハートなんでも相談員設置事業について、新たに県１／２の補助制度が実施されることと

なったため予算措置する。 

   (１)報償費      １，２６０千円 

 相談員謝金３校分（金子、神郷、角野） 

 ３ 補正に係る財源内訳 

①県1/2（630千円） 

 

 施策費は、これらの事業で、６，８９９万８千円の増となっています。 

 

３ 事業を賄う財源（款別歳入） 

                                    （単位：千円） 

款 補正前の額 今回補正額 補正後 
国庫支出金 ４，３６９，１９８ △１３，０５４ ４，３５６，１４４ 
県 支 出金 ２，２１４，８８２ １８，９０１ ２，２３３，７８３ 
繰 入 金 １，５５０，８０３ ６８，５１６ １，６１９，３１９ 
諸 収 入 １，７５０，５９２ １９，０６８ １，７６９，６６０ 
市 債 ４，０６９，６００ １１７，６００ ４，１８７，２００ 

計 ４０，８５７，２０５ ２１１，０３１ ４１，０６８，２３６ 
 

 

４ 特別会計の補正内容 

（※財源内訳は今回補正に係る財源のみ記載しています。） 

（１）介護保険事業特別会計                     （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

９，５３４，８１９ １，５８８ ９，５３６，４０７ 

財源内訳 
国 
県 
繰入金 

２，３２７，２００ 
１，３０７，６４７ 
１，３５１，７５９ 

７９４ 
３９７ 
３９７ 

２，３２７，９９４ 
１，３０８，０４４ 
１，３５２，１５６ 

    地域包括支援センターに係る人件費等について、予算措置するもの。 

 

     地域包括支援センター管理事業費（１，９６０千円、人件費等の組替・追加）、 

     介護給付費準備基金積立金（△３７２千円） 

                                        


